






















































































































































































































































































































































































実質GNP民間企業設備 経常海外 卸売物価 消費者物
歴　年 変　化　率 投資変化率 余剰比率 変　化　率 価変化率（％｝ （％） （対名目GNP％） （％） （％）
1952 一 一 1．1 一 5．0
53 6．3 15．7 一1．2 0．7 6．5
54 5．8 4．3 一〇．4 一〇．7 6．5
1955 8．8 一3．2 0．9 一1．8 一1．1
56 7．3 39．0 一〇．2 4．4 0．3
57 7．5 25．1 一1．9 3．0 3．1
58 5．6 一4．7 1．5 一6。5 一〇．4
59 8．9 16．9 1．1 0．9 1．0
1960 13．3 40．9 0．4 1．1 3．6
61 14．5 36．8 一1．8 0．9 5．3
62 7．0 3．4 一〇．0 一1．6 6．8
63 10．5 5．3 一1．1 1．9 7．6
64 13．1 20．0 一〇．5 0．0 3．9
1965 5．1 一6，4 1．1 0．9 6．6
1965 一 一 1．1 0．9 6．6
66 10．5 13．5 1．3 2．3 5．1
67 10．4 28．0 一〇．0 1．8 4．0
68 12．5 22．6 0．8 0．9 5．3
69 12．1 24．5 1．3 2．2 5．2
1970 9．5 20．0 1．1 3．6 7．7
71 4．3 一2．5 2．6 一〇．8 6．1
72 8．5 2．6 2．3 0．8 4．5
73 7．9 14．8 0．0 15．7 11．7
74 一1．4 一5．3 一〇．9 31．6 24．5
1975 2．7 一5．5 一〇．1 3．0 11．8
76 4．8 一〇．3 0．7 5．0 9．3
77 5．3 1．2 1．6 1．9 8．1
78 5．2 5．5 1．8 一2．6 3．8
・79 5．「3 11．4 一〇，8 7．3 3．6
1980 4．3 7．8 一〇．9 17．8 8．0
81 3．7 5．4 0．6 1．4 4．9
82 3．1 2．5 0．8 1．8 2．7
83 3．2 2．7 1．9 一2，2 1．9
84 5．1 10．9 2．9 一〇．3 2．2
1985 4．6 12．6 3．8 一1．1 2．0









第1次産業 第2次産業 第3次産業 第1次産業 第2次産業 第3次産業
歴年 就業者比率 就業者比率 就業者比率 歴年 就業者比率 就業者比率 就業者比率
（％） （％） （％） （％） （％） （％）
1953 39．6 24．5 35．9 1970 17．5 35。】 47．4
54 37．8 24．9 37．2 71 16．0 35．4 48．6
1955 37．4 24．5 38．1 72 14．8 35．7 49．5
56 35．7 25．1 39．2 73 13．4 36．6 49．9
57 34．1 26．2 39．7 74 12．9 36．5 50．6
58 32．5 27．2 40．3 1975 12．7 35．3 52．0
59 30．9 27．5 41．6 76 12．2 35．3 52．5
1960 30．0 28．1 41．9 77 11．9 34．9 53．2
61 28．8 29．5 41．7 78 11．7 34．5 53．8
62 27．6 30．8 41．7 79 11．2 34．4 54．4
63 25．8 31．2 43．0 1980 10．4 34．9 54．7
64 24．6 31．6 43．9 81 10．0 34．8 55．2
1965 23．4 31．8 44．8 82 9．7 34．3 55．9
66 22．1 32．1 45．7 83 9．3 34．2 56．5
67 2L1 33．2 45．7 84 8．9 34．3 56．8
68 19．2 34．0 46．2 1985 8．8 34．4 56．8














































































































































































































































地　域 昭和55年 57 58 59 60 61 62
全国計 0．75 0．61 0．60 0．65 0．68 0．62 0．70
北海道 0．45 0．41 0．39 0．38 0．39 0．40 0．44
東　北 0．47 0．38 0．42 0．48 0．46 0．45 0．56
南関東 0．97 0．79 0．73 0．77 0．80 0．71 0．84
北関東 1．16 0．97 1．07 1．27 1．26 1．07 1．17
北　　陸 0．83 0．69 0．69 0．82 0．84 0．82 0．87
東　　海 1．42 1．03 0．90 1．11 1．27 1．09 1．12
近　　畿 0．66 0．53 0．51 0．56 0．59 0．51 0．55
中　　国 0．85 0．73 0．63 0．68 0．75 0．70 0．73
四　　国 0．57 0．48 0．50 0．53 0．58 0．62 0．69


















































































































































































a Enterpreneurship A Competition
b　　　　Discipline B Confidence
c　　　　　Sacrifice C Home
Religion，　Culture，　Education
近のフレーム・ワークづくりを行なっている。われわれは，このことによ
り，「モノ」，「カネ」，「ヒト」の物質的効率性の基準を止揚する「モノ」，
「カネ」，人間としての「ヒト」の内容のもとで新しい経済合理性と新しい
経済効率性についての仮説の設定が可能になるものと考えている。
　②新しい経済システムとしてのヒューマン・エコロジカル・モデル
　われわれは現代における日本の労働問題を（1）年齢別，地域別，職業別の
雇用不調整，（2＞過剰労働時間の調整，（3）外国人労働者受け入れの3つに絞
った。そしてこれらの問題を解決するためには，新しい産業構造の構築の
視点，人生80年型ライフスタイル時代における労働観の視点，そして産・
官・学の役割分担による協力の視点が必要であるとした。そのためには人
間として「ヒト」に本来的に備わっている人間適応力を評価し，これを世
界における共通の要素として新しい経済合理性を考えることを提唱した。
新しい経済合理性は，「モノ」，「カネ」，「ヒト」の相互依存による経済効
率性評価を止揚し，「モノ」，「カネ」，人間としての「ヒト」の相互依存の
もとで人間中心の評価体系の合意形成を可能にする。このことは，限られ
た特定の価値観から出発する近代経済学とマルクス経済学の死闘に和解の
灯を提供するものでもあると考える。そしてこのことは，資本主義経済体
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制と社会主義体制間のイデオロギー的死闘に和解の途を示唆することにも
なると考える。われわれは，人間適応力仮説にもとつく新しい経済合理性
の評価方法による経済理論，経済政策の体系化を経済学の人間化と呼びた
いと思っている6）。
　経済学の人間化を考える場合，経済の人間化の実証的観察が不可欠であ
る。ここでは人類のよりよい生存条件の確保が目標となる7）。そしてこの
目標のもとで，ミクロシステムとマクロシステムがメゾシステムを媒介と
してネットワーク社会を形成してゆく。これを小林（1987）にしたがって
ヒューマン・エコロジカル・モデルと呼ぶことにする8）。図14はこれを単
純化した形で示したものである。ここでは，ミクロ経済学における個人行
動と異なり，人間としての「ヒト」を考慮して個人行動が家庭を場として
行なわれるという発想になっている。これは人間適応力仮説と整合的な仮
説と考える。この場合，個人と家庭の結合のしかたに各地域別，そして各
国別の社会的・文化的特徴があらわれることになるが，「日本的経営」は
個人と家庭の日本的結合のしかたを基盤とした発想とノウ・ハウであると
考えられる。したがって経済学を輸入経済学である近代経済学やマルクス
?ッ??ー???
ミクロ的側面層，一一一一一一一一一ロー，一弓〉
メゾ的イ則面・一一一一一一一一一一一一〉
（中間的）
マクロ的側面
一一一一V
　　家庭
　　産業，学校，病院，市役所
地域社会
国家社会
地球社会
図14新しい経済システムとしてのヒューマン・エコロジカル・モデル
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経済学に限定せず，実証的経済学として伸縮性を持ったものとして考えれ
ば，このノウ・ハウの世界的技術移転は可能である。実際に成功している
事例も観察される。いつの時代でもそうであるが，経済の実態に経済学が
ついて行ってないというのが実状である。すでにこれまでにみてぎたよう
に，現代の日本の労働問題のメカニズムを解明し，それに対応するために
は，新しい経済学の構築とそれにもとつく政策的実践が不可欠なのであ
る。
　（3）むすびにかえて一現代の日本の労働問題に対する一応の結論
　この節の（1），（2＞では主として現代経済政策論の構築のフレーム・ワーク
の説明であった。最後にむすびにかえて現代の日本の労働問題に対する現
段階でのわれわれの結論を示しておくことにしたい。
　①　年齢別，地域別，職種別雇用の不調整
　これについては，（i）グローバルな視点と人口の動態的変化の予測を考慮
して，産業構造の構築に向けての産・官・学の協力，（i摩擦的失業をでき
るだけ少なくするために，経済・雇用情報センターを拠点とする情報ネッ
トワークの確立，圃産業社会の地域社会との共存への積極的意欲とその実
践が必要であると考える。
　②過剰な労働時間の調整
　この問題は①の㈹の産業社会の地域社会との共存の積極的意欲とその実
践と密接に関連している。　「日本的経営」の長所が，地域社会生活におけ
る個人と家庭の結合のしかたから由来するものであると考えれば，産業社
会生活の異常なまでのアンバランスは，長期的視点からの産業社会のより
よい生存条件の確保の面から明らかにマイナスであり，また短期的視点か
らしても地球社会の一員としての競争と協調のルールの確立の面からみて
もマイナスである。労働者側には住宅事情があり，むずかしい問題ではあ
るが9），土地政策・住宅政策の充実という前提のもとで，先進諸国の平均
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的水準（約1，800時間）まで縮小するための産・官の努力が必要であると考
える。新しい経済合理性の評価方法は，物質的効率性偏重の止揚という面
を持っているが，悪しき伝統社会の要因からの脱皮という面も併わせ持っ
ているのである。この場合，労働者は人生80年型ライフスタイル時代を考
慮して計画的生涯研修活動を自らの意志で行うことが重要であり，大学・
研究機関はこれに対する積極的受け入れ体制の充実が必要であると考える。
　③外国人労働者の受け入れ
　通俗的にいえばわが国における「島国根性」は日本人以外の人々を「異
国入」，「外人」と呼称するのと同じ範疇に入るものといえよう。「日本的
経営」は近代化の遅れている会社における「外人」には通用しない。ここ
では，日本人には過保護で「外人」には冷酷すぎる扱いをしていることが
これまでに数多く観察される。そこで外国人労働者受け入れ問題は，悪し
き伝統的要素の摘出手術から取組む必要があると考える。
　現行法では単純労働者を規制し，一方産業社会では労働者としての「ヒ
ト」の面を需要しており，また経済学者，ジャーナリズムは開国派，鎖国
派と賛否両論である。この場合，一部の経済学者，ジャーナリストを除く
と人間としての「ヒト」の配慮とイノベーションと人口の動態的変化のダ
イナミズムの視点が欠けているように思われる。かって日本がそうであっ
たように，経済発展の段階が低く，人口が過剰であったら，よりよい生活
の条件の確保を求めて，経済発展の段階が高く，労働需要が逼迫している
地域に移動するのは自然の流れである。「モノ」と「カネ」は自由にして
おいて，人間としての「ヒト」の移動に厳しい規制をかけるというところ
に，問題があるといえよう。経済発展の高い水準と人口増加率の低い水準
の共存は，イノベーションと人口の動態的変化のダイナミズムの自然的帰
結であり，このままにしておくと地球全体の生存のための経済的基盤が危
機的状態になるということも予測されている。このような状況下におい
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て，人口増加率の高い地域から低い地域への地球的移動は，その地域の活
性化を通して地球全体の経済の活性化に貢献するということは，ヒューマ
ン・エコロジィーの視点から立証されるところである。
　次に単純労働者は経済発展の段階の生産活動において技術的に貢献する
ことはむずかしいが，しかし単純労働老は産業社会活動のほかに地域社会
生活も営む。日本の地域社会がこれを十分に受け入れるならぽ，異文化に
よる生活実践が日本の地域社会生活に新しい刺激：を与えることが考えられ
る。このことは「日本的経営」のノウ・ハウに新しいものをつけ加える契
機を提供することも考えられる10）。また「日本的経営」が，津田（1989）
がいうように，全員参加の考える仕事集団としての特徴を持つものであれ
ば，単純労働者に実践過程において日本的経営の体験学習をさせることが
可能となる。もちろんこの場合，国，地方行政がこの学習環境を整備し，
支援することが必要であるが，この「日本的経営」のノウ・ハウを体験的
学習して成長して帰国すれぽ，　「日本的経営」の技術移転がこのレベルに
おいても実現されることになる。結論として，以上に述べた理由から，わ
れわれは単純労働者も含めて原則として開放すべきであると主張したい。
この原則をベースとして産・官・学が実現可能なきめ細かい施策を展開す
ることが必要である。
　この小論をむすぶにあたり，現代の日本の労働問題の解明は，これかの
ら世界経済の動向の見極めと，それへの対応策の実践と密接に関連してい
る。このように考えると，われわれは地球社会の経済政策モデルの構築と
それにもとつく実践が緊要であると主張したい。
　注
1）　この小論は，財団法人国際協力サービス・センター主催，早稲田大学協力の
　青年招へい事業共通プログラム「日本入門講座」　（平成元年度）で講義した資
　料をもとにして加筆構成したものである。筆者は同講座にタイ，シンガポー
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　ル，インドネシアの勤労青年に「日本の労働事情」を話したのであるが，その
　際の受講者の活発な質問とコメントにより，大いに教えられ，そのことがこの
　小論に取り入れられていることを記しておきたい。
2）　シュンペーター（1980改訳）は経済発展論の古典的名著であるが，現代にお
　いても十分に通用する内容を持っている。
3）　これについては大畑弥七・田村貞雄（1986）序章，1章に詳しい説明が行な
　われている。
4）たとえぽ，1933年F・ルーズベルトによって実践された「ニューディール政
　策」における経済政策，労働政策がそれである。
5）　これについては，石川馨（1981），津田真弓（1989）を参照されたい。
　　ミクロ経済学，T．　Q．Cは欧米の産物であるが，これが日本の企業的実践に
　おいて独自のノウ・ハウを生み出した。そして，これが逆輸出されている。
6）　これについては小林（1987）を参照のこと。
7）小林（1987）のエコロジカル・モデルにおける医療の人間化の目標は健康上
　祉の達成と考えることができる。健康福祉は抽象的な概念であるが，これをよ
　り明確な考えで示すものとして，人類のよりよい生存条件の確保ということが
　いわれている。
8）小林（1987）参照のこと。
9）　日本の労働者における所定外労働時間が多いのは，住宅ローンの返済と密接
　に関連があることがいわれている。
10）　ここにおける主張をもう少しくわしく説明すると次のようになる。
　　日本的経営のノウ・ハウは地域社会生活における家庭生活の中から生み出さ
　れたものである。異文化の受け入れにより，地域社会生活，したがって家庭生
　活にふくらみを持たせることができるとすれぽ，日本的経営の新しいアイデア
　フォ四一ションが可能になると考える。
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